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２．対象・目的・内容
保育所３歳未満児受入れに係る補助事業
　０歳児～２歳児の児

年

童の受入れについては、それぞれ３対１、６対１と児童と保育士の比率が概ね定められてい
る。このため、児童数がそれぞれ３の倍数、６の倍数であれば人件費を効率的に投入することができるが、実際に
は、児童数は３又

度

は６の倍数でないのが通常であり、人件費はそのまま給付費に反映されない。
　また、０歳児は途中入所が多いため、算定されない人件費も多くなる。
　このように給付費に反映されない人件費の一部を補填することにより

　

、０歳児～２歳児受入れを促進する。
　次の２種類の補助事業を行っている。
１　乳児保育促進事業

事 業 概 要 　(1) 事業概要　０歳児の受入れる園に補助する。
　(2) 補助基本額　０歳児　３
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平成 算

担の適切さ 4 市民ニーズの把握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価

評

事

説 明
価

業

３号認定（０歳～２歳児）については、出産、産休、育休、里帰りの時期や転居等様々な要因により年度途中か

らの入園希望は予測できるが、各保育園（こども園）において、年度当初から、途中入園者に対応できるだけの

余裕をもった保育士の人数確保は困難であると考えられる。本事業については、市内８園全てが利用し、途中入

園に対応するための保育士確保に努力していることが評価できる。また、待機児童の問題は全国的にも深刻な問

題であり、本事業が問題解消の一手となると考えられるため、継続実施することか望ましい。

の概要説明

５．事業の実績・目
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指 標 目 標 値

実 績 値
② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

指 標 名 3歳未満児入所児童数 単　位 人

説 明 や 数 式 実施園に入所している3歳未満児数
成 果

年

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 375 375

実 績 値 355 375
① 経 費 （ 千 円 ） 6,789 7,230

単位当たりのコスト 19.12 19.28

指 標 名 単　位

説 明 や 数 式
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度
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指 標 目 標 値

実 績 値
② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

３歳未満受入れ対策事業
実績・成果 (1) ３歳未満児受入れ対策事業　当該事業は０歳～２歳の保育士配置基準３

　

対１・６対１のため、給付費の支給さ
れない人件費について、その一部を補助することにより、受入れを促進している。

等 の 説 明 (2) 乳児保育保育新事業 ０歳児は途中入所が多いため、その一部を補助することにより

当

、０歳児の受入れを促進
している。 費用は１園当たり85～90万円であり、児童１人当たり約19,000円となっている。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接

初

のサービスの相手方 4 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価

評

予

説 明

年々０歳児～２歳児の保育需要は増加している。待機児童も４月当初はないものの、毎年、０歳～２歳児の途中
入所が困難な状況になっている。今後も０歳児～２歳児の入所できる環境を整える必要があるため、継続実施を
要する。

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負


